
I.重要な会計方針

当財団は、前事業年度 (平成23年3月 末期)より公益法人会計基準 (平成20年4月 11日 、平成21年 10月

16日 改正内閣府公益認定等委員会)を採用している。

1.有価証券の評価基準及び評価方法

(1)その他有価証券

時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は正味財産増減として処理し、

売却原価は移動平均法により算定)を採用している。  .
時価のないものは、移動平均法による原価法を採用している。

2.固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定率法によつている。なお、主な耐用年数は次の通り。

什器備品   3～ 8年
(2)無形固定資産

定額法によつている6なお、自社利用のソフトウエアについては、財団内における利用可能期間

(5年)に基づいている。

3.引 当金の計上基準

(1)退職給付引当金

従業員の退職金の支出に備えるため、当財団の退職金給付規程に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額を計上している。

(2)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、常勤役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額を

計上している。

4.キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に

_       換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資。

″
‐
   5.消 費税等の会計処理は税込み方式!Fよつている。

I.追加情報

決算期について

当財団は、平成22年 11月 1日に公益財団法人へ移行し、移行前後で事業年度を区分するため、

前事業年度は平成22年 11月 1日から平成23年 3月 31日までの5カ月間となつている。

当事業年度は平成23年4月 1日から平成24年 3月 31日 までの 12カ月間。
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科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 0 27,659,855 0 27,659,855

投資有価証券 i7.262,014,200 1,143,919,100 708.170,000 17,697.763.300

小  計 17,262,014,200 1,171,578,955 708,170,000 17,725,423,155

特定資産

助成事業予備基金

通知預金 23.925,481 17,213,481 23.925,481 17.213.481

投資有価証券 2,371,856.340 206,712,000 434,832,770 2,143,735,570

小  計 2,395,781,821 223,925,481 458,758,251 2,160,949,051

退職給付引当資産 9.000.000 900,000 9,000,000 9001000

役員退職慰労引当資産 9.200.000 1,932,000 9.200.000 1.932.000

小  計 2.4131981,821 226,757,481 476.958.251 2.163.781.051

合  計 19,675,996,021 1,398,3361436 1,185,128,251 19,889,204,206

Ⅲ.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は次のとおりである。

(単位 円)

Ⅳ.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

.                             (単 位 円)

V.担保に供している資産は無い。

Ⅵ.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 円)

Ⅶ.保証債務等の偶発債務は無い。

Ⅷ.関連当事者との取引は無い。

科  目 当期末残高
(うち、指定正味財産
からの充当額)

(うち、一般正味財産
からの充当額)

(うち、負債に対応す
る額)

基本財産

定期預金 27,659,855 0 27,659,855 0

投資有価証券 17,697,763,300 0 171697,763,300 0

4ヽ  計 17,725,423,1551 0 17,725,423,155 0

定資産

助成事業予備基金 2.160.949.051 0 2.160,949.051 0

退職給付引当資産 900,000 0 0 900,000

役員退職慰労引当資産 1,932,000 0 0 1,932,000

小  計 2,163,781,051 0 2,160,949,051 2,832,000

合  計 19,889,204,206 0 19.886.372.206 2.832.000

科  目 取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 4,026,405 3,783,519 242,886

ソフトウェア 6.945.750 1.550.500 5.395.250

合  計 10.972.155 5,334,019 5.638.136
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Ⅸ.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

(1)現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

(単位 円)

前期末 当期末

現金預金勘定 295,644,394 215:307,526

現金及び現金同等物 2951644.394 215,307.526

(2)重要な非資金取引は無い。

X.重要な後発事象は無い。
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